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第一種使用規程承認申請書 

 

平成 30年 10月９日 

農林水産大臣  𠮷川 貴盛 殿 

環境大臣    原田 義昭 殿 5 

 

 

  氏名 日本モンサント株式会社 

申請者  代表取締役 ダビッド・ブランコ      印 

  住所 東京都中央区京橋二丁目５番 18号 10 

 

 

 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制

による生物の多様性の確保に関する法律第４条第２項の規定により、次のとおり申請

します。 15 
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遺伝子組換え生物等の

種類の名称 

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤ジカンバ及びグリホサ

ート耐性ダイズ (cry1A.105, 改変 cry2Ab2, 改変 cry1Ac, 改

変 dmo, 改変 cp4 epsps, Glycine max (L.) Merr.) (MON87751 

× MON87701 × MON87708 × MON89788, OECD UI: 

MON-87751-7 × MON-877Ø1-2 × MON-877Ø8-9 × 

MON-89788-1) 並びに当該ダイズの分離系統に包含され

る組合せ (既に第一種使用規程の承認を受けたものを除

く。) 

遺伝子組換え生物等の

第一種使用等の内容 

食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及

び廃棄並びにこれらに付随する行為 

遺伝子組換え生物等の

第一種使用等の方法 

－ 
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生物多様性影響評価書 

 

遺伝子組換え生物等の 

種類の名称 

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤ジカンバ及びグリホサート耐性

ダイズ (cry1A.105, 改変 cry2Ab2, 改変 cry1Ac, 改変 dmo, 改変 cp4 

epsps, Glycine max (L.) Merr.) (MON87751 × MON87701 × MON87708 

× MON89788, OECD UI: MON-87751-7 × MON-877Ø1-2 × 

MON-877Ø8-9 × MON-89788-1) 並びに当該ダイズの分離系統に包

含される組合せ (既に第一種使用規程の承認を受けたものを除

く。) 

申請者 日本モンサント株式会社 

 

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤ジカンバ及びグリホサート耐性ダイズ (cry1A.105, 改変

cry2Ab2, 改変 cry1Ac, 改変 dmo, 改変 cp4 epsps, Glycine max (L.) Merr.) (MON87751 × 

MON87701 × MON87708 × MON89788, OECD UI: MON-87751-7 × MON-877Ø1-2 × 

MON-877Ø8-9 × MON-89788-1) (以下、「本スタック系統ダイズ」という。) は、既に安全性が

確認されているMON87751、MON87701、MON87708 及びMON89788の 4つの親系統間にお

ける組合せを前提として、交雑育種法により育成したスタック系統 (分離系統を含む) であ

る。 

各親系統に導入されたそれぞれの形質が生体内で宿主の代謝系に影響を及ぼすことがな

く、かつ機能的な相互作用を起こさない場合、既に安全性が確認されている各親系統の生物

多様性影響評価 (日本版バイオセーフティクリアリングハウスホームページ等に掲載されて

いる以下の情報) に基づいて、本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含され

る組合せ (既に第一種使用規程の承認を受けたものを除く。) の生物多様性影響評価を行う

ことができる。 

そこで、本スタック系ダイズについて親系統由来の形質間における相互作用の有無を検討

し、その結果と各親系統の生物多様性影響評価に基づき、本スタック系統ダイズ及び当該ダ

イズの分離系統に包含される組合せ (既に第一種使用規程の承認を受けたものを除く。) の

生物多様性影響について判断することとする。 

 

  5 
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親系統名 参照した生物多様性影響評価書の概要 

MON87751 

チョウ目害虫抵抗性ダイズ (cry1A.105, 改変cry2Ab2, Glycine max (L.) Merr.) 

(MON87751, OECD UI: MON-87751-7) 申請書等の概要 (以下「資料１」とい

う。) 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-18.pdf*1 

MON87701 

チョウ目害虫抵抗性ダイズ(改変cry1Ac, Glycine max (L.) Merr.) (MON87701, 

OECD UI : MON-877Ø1-2) 申請書等の概要 (以下「資料2」という。) 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-16.pdf*1 

MON87708 

除草剤ジカンバ耐性ダイズ (改変dmo, Glycine max (L.) Merr.) (MON87708, 

OECD UI: MON-877Ø8-9) 申請書等の概要 (以下「資料3」という。) 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1643&ref_no=1*2 

MON89788 

除草剤グリホサート耐性ダイズ (改変cp4 epsps, Glycine max (L.) Merr.) 

(MON89788, OECD UI: MON-89788-1) の生物多様性影響評価書の概要 (以下

「資料4」という。) 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1003&ref_no=1*2 

*1 URLはいずれも農林水産省農林水産技術会議ウェブページ内の生物多様性影響評価検討会

総合検討会の該当ページへのリンクである (最終アクセス日：2018年 11月 16日)。 

*2 URLはいずれも日本版バイオセーフティクリアリングハウスウェブページ内の該当ページ

へのリンクである (最終アクセス日：2018年 11月 16日)。 5 

  

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-18.pdf
http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-16.pdf
http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1643&ref_no=1
http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1003&ref_no=1
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第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 

1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 

5 

(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 

① 和名、英名及び学名

和名 ダイズ 

英名 soybean 

学名 Glycine max (L.) Merr. 

10 

② 宿主の品種名又は系統名

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 

③ 国内及び国外の自然環境における自生地域

15 

参照資料名 

ダイズの宿主情報 (以下「資料 5」という。) 

(2) 使用等の歴史及び現状 

① 国内及び国外における第一種使用等の歴史

② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途20 

参照資料名 

資料 5 
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(3) 生理学的及び生態学的特性 

イ 基本的特性 

ロ 生息又は生育可能な環境の条件 5 

ハ 捕食性又は寄生性 

ニ 繁殖又は増殖の様式 

① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命

② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出

芽特性10 

③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミクシ

スを生ずる特性を有する場合はその程度

④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命

ホ 病原性 

ヘ 有害物質の産生性 15 

ト その他の情報 

参照資料名 

資料 5 

2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 20 

(1) 供与核酸に関する情報 

イ 構成及び構成要素の由来 

ロ 構成要素の機能 25 

① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成

要素それぞれの機能

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 

30 
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② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質が

アレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその

旨

蛋白質名 親系統名 蛋白質の機能* 
既知アレルゲン 

との相同性 1) 
参照資料名

 (URLは最終ページ参照) 

Cry1A.105 蛋白質 MON87751 
チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 資料 1 

改変 Cry2Ab2蛋白質 MON87751 
チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 資料 1 

改変 Cry1Ac 蛋白質 MON87701 
チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 資料 2 

改変 DMO蛋白質 MON87708 除草剤耐性 ☐有 無 資料 3 

改変 CP4 EPSPS蛋白

質 
MON89788 除草剤耐性 ☐有 無 資料 4 

1) 既知アレルゲンと相同性を有する蛋白質がある場合、その内容 

－

*チョウ目害虫抵抗性、コウチュウ目害虫抵抗性、除草剤耐性、その他の機能名を記入5 
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③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容

蛋白質名 
宿主代謝系 

への影響 * 
参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

Cry1A.105 蛋白質 ☐有 無 資料 1 

改変 Cry2Ab2蛋白質 ☐有 無 資料 1 

改変 Cry1Ac 蛋白質 ☐有 無 資料 2 

改変 DMO蛋白質 ☐有 無 資料 3 

改変 CP4 EPSPS蛋白質 ☐有 無 資料 4 

* 特記事項がある場合、その内容

－ 

(2) ベクターに関する情報 5 

イ 名称及び由来 

ロ 特性 

① ベクターの塩基数及び塩基配列

② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能10 

③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 
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(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 

イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 

ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 

ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 5 

① 核酸が移入された細胞の選抜方法

② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残存

の有無

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 

③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、隔10 

離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集するため

に用いられた系統までの育成の経過

○育成の経過

本スタック系統ダイズの育成例を図 1に記載した。 

図 1 (社外秘につき非開示) 
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表 1 わが国における親系統及び本スタック系統ダイズの申請及び承認状況 

2018年 11月現在 

1) 食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号）に基づく。

2) 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和 28 年法律第 35号）に基づく。

3) 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成 15 年20 

法律第 97号）に基づく。

(注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する。) 

系統名 食  品 1) 飼  料 2) 環  境 3) 

MON87751 
☐申請 

承認 
2016年 10月 

☐申請 

承認 
2016年 10 月 

☐申請 

承認 
2016年 11月 

MON87701 
☐申請 

承認 
2011年 3月 

☐申請 

承認 
2011年 9月 

☐申請 

承認 
2013年 2月 

MON87708 
☐申請 

承認 
2013年 10月 

☐申請 

承認 
2013 年 10 月 

☐申請 

承認 
2013年 10月 

MON89788 
☐申請 

承認 
2007年 11月 

☐申請 

承認 
2007 年 10 月 

☐申請 

承認 
2008年 1月 

本スタック

系統ダイズ 
－ － 

☐申請 

承認 
2017年 5月 
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(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 

 

① 移入された核酸の複製物が存在する場所 

 5 

 MON87751、MON87701、MON87708 及び MON89788 の導入遺伝子はダイズ核ゲ

ノム上に存在している。 

 

② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代におけ

る伝達の安定性 

 

 各親系統における導入遺伝子のコピー数及び伝達の安定性については、サザンブ

ロット分析、次世代シークエンス技術、PCR及び塩基配列解析により確認されてお

り、その結果は以下のとおり。 

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 

 10 

③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れているか

の別 

 

各親系統における導入遺伝子のコピー数はそれぞれ 1コピーなので該当しない。 

 

④ (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び世代間15 

での発現の安定性 

 

○本スタック系統ダイズの親系統の発現安定性は、以下の方法で確認した。 

親系統名 確認方法 

MON87751 ELISA法、ウエスタンブロット分析。 

MON87701 ELISA法、ウエスタンブロット分析。 

MON87708 ELISA法、ウエスタンブロット分析。 

MON89788 ウエスタンブロット分析。 

 

  20 
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⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達され

るおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 

 

移入された核酸は伝達を可能とする配列を含まないため、ウイルスの感染その他

の経路を経由して野生動植物等に伝達されるおそれはない。 

親系統名 参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 資料 1 

MON87701 資料 2 

MON87708 資料 3 

MON89788 資料 4 

 5 

 

(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 

 

○親系統 

親系統名 
当該情報 

の有無 
参照資料名 (URLは最終ページ参照) 

MON87751 有 ☐無 資料 1 

MON87701 有 ☐無 資料 2 

MON87708 有 ☐無 資料 3 

MON89788 有 ☐無 資料 4 

 10 

○本スタック系統 

上記方法を組み合わせて適用する。 
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(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 

① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体

的な内容5 

蛋白質名 親系統名 蛋白質の特性 
その他の 

機能 

宿主代謝系 

への影響 

参考資料名
 (URLは最終ページ参照) 

Cry1A.105 蛋

白質 
MON87751 

チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 ☐有 無 資料 1 

改変 Cry2Ab2

蛋白質 
MON87751 

チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 ☐有 無 資料 1 

改変 Cry1Ac

蛋白質 
MON87701 

チョウ目害虫

抵抗性 
☐有 無 ☐有 無 資料 2 

改変 DMO蛋

白質 
MON87708 除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無 資料 3 

改変 CP4 

EPSPS蛋白質 
MON89788 除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無 資料 4 

○それぞれの親系統由来の発現蛋白質 (導入遺伝子) の機能的な相互作用の可能性について

蛋白質 
相互作用 

の可能性 
考  察 

害虫抵抗性 

蛋白質間 

☐有 

無 

Cry1A.105 蛋白質、改変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変 Cry1Ac

蛋白質は、チョウ目害虫に対して殺虫活性を示す。本スタッ

ク系統ダイズで発現するこれら Bt 蛋白質は、標的害虫に対し

て特異的に作用し、独立して殺虫効果を示すと考えられる。

また、本スタック系統ダイズにおいて、これら Bt 蛋白質の殺

虫効果の特異性に関与する領域の構造に変化が生じていると

は考え難いことから、それぞれの Bt 蛋白質の殺虫スペクトラ

ムに変化はないと考えられる。 

以上のことから、本スタック系統ダイズにおいて、親系統

由来の Bt 蛋白質が同時に発現したとしても、これらの蛋白質

間で相互に作用することにより、殺虫スペクトラムがチョウ

目を超えて拡がることはないと考えられる。さらに、これら

の Bt 蛋白質が酵素活性を持つという報告はないことから、宿
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主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはな

いと考えられる。 

除草剤耐性 

蛋白質間 

☐有 

無 

改変 DMO蛋白質及び改変 CP4 EPSPS蛋白質はいずれも酵

素活性を有するものの、基質特異性が高く、各蛋白質の基質

は異なり、関与する代謝経路も互いに独立している。したが

って、これら蛋白質が相互に作用して宿主の代謝系を変化さ

せ、予期しない代謝物が生じることはないと考えられる。 

害虫抵抗性蛋

白質及び除草

剤耐性 

蛋白質間 

☐有 

無 

上述のとおり、害虫抵抗性蛋白質及び除草剤耐性蛋白質はい

ずれも宿主の代謝系を変化させることはないと考えられる。ま

た、それぞれ有する機能が異なることから、相互に作用して宿

主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはない

と考えられる。 

親系統の範囲

を超えた新た

な特性が付与

される可能性 

☐有 

無 

考  察 

移入されている核酸の発現により産生される蛋白質の相互作

用により、親系統の範囲を超えた新たな特性が付与されること

はないと考えられる。 

② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属す

る分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度

5 

本スタック系統ダイズにおいて、それぞれの親系統由来の発現蛋白質が相互作用を示す

ことはないと考えられたため、本スタック系統ダイズと宿主の属する分類学上の種である

ダイズとの生理学的又は生態学的特性の相違については、親系統である MON87751、

MON87701、MON87708及び MON89788 を個別に調査した結果に基づき評価した。 

a. 形態及び生育の特性

b. 生育初期における低温耐性

c. 成体の越冬性10 

d. 花粉の稔性及びサイズ

e. 種子の生産性、脱粒性、休眠性及び発芽率

f. 交雑性

g. 有害物質の産生性

15 
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親系統名 
当該情報 

の有無 
参照資料名  (URLは最終ページ参照)

MON87751 有 ☐無 資料 1 

MON87701 有 ☐無 資料 2 

MON87708 有 ☐無 資料 3 

MON89788 有 ☐無 資料 4 

3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 

(1) 使用等の内容 5 

該当内容 

☐ 隔離ほ場における栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 

☐ 
食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並び

にこれらに付随する行為。 



食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれ

らに付随する行為。 

(2) 使用等の方法 

― 

10 

(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 

― 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するための

措置 15 

緊急措置計画書を参照。 

(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での使用等

の結果 

20 

― 
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(6) 国外における使用等に関する情報 

表 2 国外における親系統及び本スタック系統ダイズの申請及び承認状況 

2018年 11月現在 

    申請先 

系統名 

米国農務省 

(USDA) 

米国食品医薬品庁

(FDA) 

オーストラリア・ 

ニュージーランド 

食品基準機関

(FSANZ) 

無規制栽培 食品、飼料 食品(輸入) 

MON87751 
☐申請 

承認 
2014年 

☐申請 

確認 
2015年 

☐申請 

承認 
2016年 

MON87701 
☐申請 

承認 
2011年 

☐申請 

確認 
2010年 

☐申請 

承認 
2010年 

MON87708 
☐申請 

承認 
2015年 

☐申請 

確認 
2011年 

☐申請 

承認 
2012年 

MON89788 
☐申請 

承認 
2007年 

☐申請 

確認 
2007年 

☐申請 

承認 
2008年 

本スタック系統

ダイズ 
－ － － 

    申請先 

系統名 

カナダ保健省 

(HC) 

カナダ食品検査庁 

(CFIA) 

食品 環境、飼料 

MON87751 
☐申請 

承認 
2014年 

☐申請 

承認 
2014年 

MON87701 
☐申請 

承認 
2010 年 

☐申請 

承認 
2010年 

MON87708 
☐申請 

承認 
2012 年 

☐申請 

承認 
2012年 

MON89788 
☐申請 

承認 
2007 年 

☐申請 

承認 
2007年 

本スタック系統

ダイズ 
－ 届出 2015 年 

－：承認済み系統から作出されたスタック系統については、新たな承認及び届出を必要としない。 5 

(注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する。) 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 

本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ (既に第一種使

用規程の承認を受けたものを除く。) は、MON87751、MON87701、MON87708 及び

MON89788 の 4つの親系統間における組合せを前提として、交雑育種法により育成された

スタック系統 (分離系統を含む) である。 

本スタック系統ダイズの親系統ではチョウ目害虫抵抗性蛋白質 (Cry1A.105 蛋白質、改

変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変 Cry1Ac 蛋白質) が発現する。本スタック系統ダイズで発現す

るこれら Bt 蛋白質は、標的害虫に対して特異的に作用し、独立して殺虫効果を示すと考

えられる。また、本スタック系統ダイズにおいて、これら Bt 蛋白質の殺虫効果の特異性

に関与する領域の構造に変化が生じているとは考え難く、それぞれの Bt 蛋白質の殺虫ス

ペクトラムに変化はないと考えられる。さらに、これらの Bt 蛋白質が酵素活性を持つと

いう報告はないことから、宿主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはな

いと考えられる。 

同様に、本スタック系統ダイズの親系統では除草剤耐性蛋白質 (改変 DMO蛋白質及び

改変 CP4 EPSPS蛋白質) が発現する。これら蛋白質はいずれも酵素活性を有するものの、

高い基質特異性を示し、関与する代謝経路も互いに独立している。したがって、これら蛋

白質が相互に作用して宿主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはないと

考えられた。 

さらに、チョウ目害虫抵抗性蛋白質 (Cry1A.105 蛋白質、改変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変

Cry1Ac蛋白質) 及び除草剤耐性蛋白質 (改変DMO蛋白質及び改変 CP4 EPSPS蛋白質) は

それぞれ有する機能が異なることから、相互に作用して宿主の代謝系を変化させ、予期し

ない代謝物が生じることはないと考えられた。 

以上のことから、本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ 

(既に第一種使用規程の承認を受けたものを除く。) において、親系統の範囲を超えた新た

な特性が付与されることは考え難いため、親系統が有する形質を併せ持つこと以外に評価

すべき形質の変化は無いと考えられる。 

そこで、本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ (既に第

一種使用規程の承認を受けたものを除く。) の生物多様性影響の評価は各親系統の生物多

様性影響評価に基づいて評価できると判断し、実施した。 

以下の「1 競合における優位性」、「2 有害物質の産生性」、「3 交雑性」及び「4 その他

の性質」の各項目について、添付の参照資料のとおり、各親系統において生物多様性影響

が生ずるおそれはないと結論されている。 

なお、本スタック系統ダイズでは、3つのチョウ目害虫抵抗性蛋白質 (Cry1A.105 蛋白質、

改変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変 Cry1Ac 蛋白質) が同時に発現している。しかしながら、上

述したように、これら害虫抵抗性蛋白質は、標的害虫に対して特異的に作用し、独立して

殺虫効果を示すと考えられる。また、これら害虫抵抗性蛋白質の殺虫効果の特異性に関与
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する領域の構造に変化が生じているとは考え難く、標的害虫に対する効果に変化はないと

考えられる。このことから、各親系統が有する殺虫効果が相加的に高まることはあり得る

が、本スタック系統ダイズの殺虫スペクトラムはチョウ目昆虫に限定されると考えられ

る。 

また、MON87751 及び MON87701 由来のチョウ目害虫抵抗性に、MON87708 由来の除

草剤ジカンバ耐性及び MON89788 由来の除草剤グリホサート耐性の形質が加わった場合

に、本スタック系統ダイズとツルマメとの交雑の生じやすさ、及び雑種の生き残りやすさ

が親系統を超えるかについて、以下に考察を行った。 

①除草剤ジカンバ又は除草剤グリホサートが散布されない場所においては、本スタッ

ク系統ダイズがチョウ目害虫抵抗性の親系統と比べ競合における優位性を高めるとは

考えられず、その結果としてツルマメとの交雑の可能性も高まることはないと考えられ

る。 

②除草剤ジカンバ又は除草剤グリホサートが毎年散布される場所においては、除草剤

ジカンバ又は除草剤グリホサートによりツルマメが枯死してしまう。 

③除草剤ジカンバ又は除草剤グリホサートの散布が不定期である場所においては、本

スタック系統ダイズとツルマメの雑種が発生する可能性がある。しかし、除草剤が散布

されるということは、その場所が人により適宜、雑草管理されている土地であると判断

されるため、雑草の刈払いや他の除草剤により雑種が防除される可能性が高い。 

以上のことから、チョウ目害虫抵抗性と除草剤ジカンバ及びグリホサート耐性を併せ

持つ本スタック系統において、ツルマメとの交雑の生じやすさや、雑種の生き残りやす

さが親系統よりも高まるとは考えにくいと判断した。 

害虫抵抗性及び除草剤耐性の形質を有するスタック系統ダイズ (チョウ目害虫抵抗性及

び除草剤グリホサート耐性ダイズ (改変 cry1Ac, 改変 cp4 epsps, Glycine max (L.) Merr.) 

(MON87701 × MON89788, OECD UI: MON-877Ø1-2 × MON-89788-1)) (以下、「MON87701 × 

MON89788」という。) は、2013 年 3 月 27 日に第一種使用規程に基づき承認されており、

上述のように害虫抵抗性蛋白質と除草剤耐性蛋白質を併せ持つことにより MON87701 × 

MON89788とツルマメとの交雑の生じやすさ、及び雑種の生き残りやすさが親系統の範囲

を超えることはないと判断されている。 

このため、本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ (既に

第一種使用規程の承認を受けたものを除く。) においても、競合における優位性、有害物

質の産生性、交雑性及びその他の性質に起因する生物多様性影響が生ずるおそれは無いと

判断された。 

1 競合における優位性 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 

5 

(2) 影響の具体的内容の評価 

(3) 影響の生じやすさの評価 
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(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

 

 

2 有害物質の産生性 

 5 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 

 

(2) 影響の具体的内容の評価 

 

(3) 影響の生じやすさの評価 10 

 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

 

 

3 交雑性 15 

 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 

 

(2) 影響の具体的内容の評価 

 20 

(3) 影響の生じやすさの評価 

 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

 

4 その他の性質 25 



19 

 

第三 生物多様性影響の総合的評価 

本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ (既に第一種使用

規程の承認を受けたものを除く。) は、MON87751、MON87701、MON87708及びMON89788

の 4 つの親系統間における組合せを前提として、交雑育種法により育成されたスタック系

統 (分離系統を含む) である。 

 

本スタック系統ダイズの親系統で発現するチョウ目害虫抵抗性蛋白質 (Cry1A.105 蛋白

質、改変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変 Cry1Ac 蛋白質) は、独立して殺虫活性を示し、標的昆

虫に対する効果に変化はないと考えられる。これらの Bt蛋白質が酵素活性を持つという報

告はないことから、宿主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはないと考

えられる。 

同様に、本スタック系統ダイズの親系統で発現する除草剤耐性蛋白質 (改変 DMO 蛋白

質及び改変 CP4 EPSPS蛋白質) は酵素活性を有するものの、基質特異性が高く、各蛋白質

の基質は異なり、関与する代謝経路も互いに独立している。したがって、これら蛋白質が

相互に作用して宿主の代謝系を変化させ、予期しない代謝物が生じることはないと考えら

れる。 

さらに、チョウ目害虫抵抗性蛋白質 (Cry1A.105 蛋白質、改変 Cry2Ab2 蛋白質及び改変

Cry1Ac 蛋白質) 及び除草剤耐性蛋白質 (改変 DMO蛋白質及び改変 CP4 EPSPS 蛋白質) は

それぞれ有する機能が異なることから、相互に作用して宿主の代謝系を変化させ、予期し

ない代謝物が生じることはないと考えられる。 

なお、MON87751 及び MON87701 由来のチョウ目害虫抵抗性に、MON87708 及び

MON89788由来の除草剤ジカンバ及びグリホサート耐性の形質が加わった場合に、ツルマ

メとの交雑の生じやすさ、及び雑種の生き残りやすさが親系統を超えるかについて、考察

を行った結果、本スタック系統ダイズに付与されたチョウ目害虫抵抗性と除草剤ジカンバ

及びグリホサート耐性を併せ持ったとしても、親系統を超えることはないと考えられる。 

 

これらのことから、本スタック系統ダイズにおいて、親系統の範囲を超えた新たな特性

が付与されることは考え難いため、親系統が有する形質を併せ持つこと以外に評価すべき

形質の変化はないと考えられる。したがって、本スタック系統ダイズ及び当該ダイズの分

離系統に包含される組合せ (既に第一種使用規程の承認を受けたものを除く。) の生物多

様性影響の評価は各親系統の生物多様性影響評価に基づいて評価できると判断し、実施し

た。 

 

各親系統において、競合における優位性、有害物質の産生性、交雑性及びその他の性質

に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと評価されていることから、本スタック

系統ダイズ及び当該ダイズの分離系統に包含される組合せ (既に第一種使用規程の承認を

受けたものを除く。) を第一種使用規程に従って使用した場合に、わが国の生物多様性に

影響が生ずるおそれはないと総合的に判断した。 
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参照資料及び参考資料資料リスト (最終アクセス日：2018年 11月 16日) 

 

1. 生物多様性影響評価書の概要 

 資料１：MON87751の生物多様性影響評価書の概要 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-18.pdf 5 

 資料２：MON87701の生物多様性影響評価書の概要 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-16.pdf 

 資料３：MON87708の生物多様性影響評価書の概要 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1643&ref_no=1 

 資料４：MON89788の生物多様性影響評価書の概要 10 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1003&ref_no=1 

 

2. 学識経験者の意見 

 MON87751 (総合検討会における検討日：2018年 9月 21日) 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-7.pdf 15 

 MON87701 (総合検討会における検討日：2018年 9月 21日) 

http://www.affrc.maff.go.jp/docs/commitee/diversity/attach/pdf/20180921-3.pdf 

 MON87708 (総合検討会における検討日：2012年 6月 29日) 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1643&ref_no=2 

 MON89788 (総合検討会における検討日：2007年 10月 4日) 20 

http://www.biodic.go.jp/bch/lmo/OpenDocDownload.do?info_id=1003&ref_no=2 
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ダイズの宿主情報 


 


1. 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


(1)  和名、英名及び学名 5 


 


和名：ダイズ 


英名：soybean 


学名：Glycine max (L.) Merr. 


 10 


(2)  国内及び国外の自然環境における自生地域 


 


ダイズは、マメ科 Glycine属 Soja亜属に属する。Soja亜属には、栽培種である


ダイズの他に、野生種として G. soja (和名: ツルマメ) や G. gracilis も含まれる 


(OECD, 2000)。細胞学的、形態学的及び分子生物学的知見から、栽培種であるダ15 


イズ (G. max) は野生種である G. sojaが祖先と考えられており、一方、G. gracilis


は、G. soja から G. maxへの分化における中間種若しくは G. sojaと G. maxの雑


種であるという報告があるが (OECD, 2000)、確認はされていない。これらの野


生種のうち、わが国に分布しているのはツルマメのみであり、G. gracilis の分布


は認められていない (沼田ら, 1975; 日本雑草学会, 1991)。なお、ツルマメは、中20 


国、韓国、日本、台湾及びロシアに分布しており (OECD, 2000)、わが国におい


ては北海道、本州、四国及び九州に分布し、主に河川敷や前植生が撹乱された工


場跡地や畑の周辺、その他、日当たりの良い野原や道ばたに自生している (沼田


ら, 1975; 浅野, 1995; 高橋ら, 1996; 大橋, 1999)。また、北海道、東北、四国で行わ


れたツルマメの自生地に関する調査では、主に河川流域で自生地が多く確認され25 


ている (河野ら, 2004; 菊池ら, 2005; 猿田ら, 2007; 山田ら, 2008; 猿田ら, 2009; 友岡


ら, 2009)。 


なお、ダイズは夏型一年生の栽培種であり、自生しているという報告はない 


(OECD, 2000)。 


 30 


 


 


2. 使用等の歴史及び現状 


(1)  国内及び国外における第一種使用等の歴史 


 35 


ダイズの起源地域は中国東北部で、紀元前 1,100 年頃にこの地域で栽培化され


たと推定され、その後、中国南部、東南アジア、朝鮮及び日本へ栽培が広がった







 


2 


 


と考えられる (昆野, 1987)。わが国へは弥生時代に渡来し、栽培が始まったと考


えられている (山内, 1992)。 


 


(2)  主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


 5 


a. 主たる栽培地域 


 


国際連合食糧農業機関 (FAO) の統計情報によると、2014 年の全世界における


ダイズの栽培面積は、約 11,772 万 ha であり、上位国を挙げると米国が約 3,342


万 ha、ブラジルが約 3,027 万 ha、アルゼンチンが約 1,925 万 ha、インドが約10 


1,091万 haとなっている。なお、同統計情報に基づく 2014年のわが国における栽


培面積は、約 13.2万 haであった (FAOSTAT, 2017)。 


 


b. 栽培方法 


 15 


わが国でのダイズの慣行栽培法は、以下のとおりである。播種適期は北海道地


方で 5月下旬、東北地方南部、北陸・東山地方で 6月上旬、関東地方で 6月中旬、


東海地方以西中国地方までは 6月下旬、九州地方で 4月上旬から下旬 (夏ダイズ) 


及び 7 月上旬から 8 月上旬 (秋ダイズ) となる。播種密度は、品種や栽培条件に


よって異なるが、早生品種・寒地・遅播きの場合などでは密植が行われる。雑草20 


の防除については、生育期間中に除草を早めに行い、初期の雑草を抑えれば、や


がてダイズの茎葉が繁茂してくるので、雑草は比較的発生しにくくなる。また病


害虫の防除は、ダイズの栽培で最も大切な作業の一つであり、生育初期の害虫に


対しては早めに薬剤散布を行う。収穫は、抜き取るか地ぎわから刈り取り、これ


を地干し、又は掛け干しして乾燥し脱粒機で脱粒する方法と、コンバインで刈り25 


取り・脱粒を一緒に行う方法とがある (栗原ら, 2000)。 


 


c. 流通実態及び用途 


 


2016 年のわが国におけるダイズの輸入量は、約 288 万トンであり、そのうち30 


の約 70 %が米国から、約 18 %がブラジルから輸入されている (財務省, 2017)。 


輸入されたダイズがわが国で使用される際の用途は、1) 搾油用、2) 飼料用及


び 3) 食品用 (搾油用を除く、以下同じ。) に大別される。2015年には、全輸入ダ


イズの 69.3%に当たる約 225 万トンが搾油用、3.5%に当たる約 10.2 万トンが飼


料用、29.6%に当たる約 96 万トンが食品用 (搾油用を除く) として用いられてい35 


る(農林水産省, 2018a)。 


なお、海外から輸入される栽培用ダイズ種子は 32 キロから 50 トン 


(2006~2015 年) (植物防疫所, 2017) と変動は大きいものの、国産種子 (年間 6,000
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トン(農林水産省, 2018a)と比べるとごくわずかである。 


輸入される栽培用種子の大半は中国産である (植物防疫所, 2017)。海外におけ


る種子生産の際には異品種の混入を避けるために隔離措置がとられており、わが


国に輸入される際には、コンテナにバラ積みされることはなく、袋または箱詰め


される。また、わが国における採種については、最近まで主要農作物種子法に基5 


づき審査を受けた採種ほ場 (指定種子生産ほ場) のみで行われていた。指定種子


生産ほ場は、異品種の混入を避けるために隔離され、異株は抜き取られることと


なっており、また生産された種子についても異品種の混入の有無を審査すること


となっている。審査の際の異品種の混入はないことが条件とされている (農林水


産省生産局農産部穀物課 (2011年当時) 聞き取り)。 10 


 


 


3. 生理学的及び生態学的特性 


(1)  基本的特性 


 15 


ダイズは、種子繁殖する一年生の双子葉作物であり、子葉は対生し、次に卵形


の初生葉が子葉と直角に対生して、それ以降は 3片の小葉からなる複葉を生ずる 


(OECD, 2000)。茎は、主茎と分枝に分けられ、主茎節の複葉の葉腋から分枝が伸


長し、また、根は一般に空中窒素固定能を有する根粒菌の寄生によって根粒を着


生する (後藤, 1995)。花には 1 本の雌ずいがあり、その基部の子房に 1~5 個の胚20 


珠を内蔵しており、子房は受粉後に肥大して莢を形成する (後藤, 1995)。また、


ダイズの花芽分化には日長と温度が大きく影響する。花芽分化には、ある時間以


上の暗期が必要で、温度は 15 C 以上を要し 25 C 前後までは高いほど促進的に


働く。短日高温では開花を促進する効果が大きいが、長日高温では促進効果がな


いか、かえって遅れることがある (昆野, 1987)。 25 


 


(2)  生息又は生育可能な環境の条件 


 


ダイズ種子の発芽適温は 30~35 C、最低発芽温度及び最低生育温度は 2~4 C


であり、10 C以下での発芽は極めて悪い (昆野, 1987)。ダイズの栽培適地は、生30 


育期間中 18~28 C 程度、多照で適度の降雨があることが望ましいとされている


が、今日のダイズ品種では日長感応性が細かく分化して各種の気候に対する適応


性が高くなっており、赤道直下のインドネシアから北緯 60 度のスウェーデンで


も栽培可能である (昆野, 1987)。 


 35 


なお、わが国において、ダイズが雑草化した事例はこれまで報告されていない。 
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(3)  捕食性又は寄生性 


 


－ 


 


(4)  繁殖又は増殖の様式 5 


 


①  種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


 


ダイズの種子は、裂莢した際に地表に落下する。わが国で栽培されるダイズの


裂莢性には品種間差があるが、ダイズが大規模に栽培され、収穫が機械化されて10 


いる米国等では、ほとんどの品種が難裂莢性であり裂莢性の程度は低い。 


ダイズの種子休眠性については知られていない。また、種子の発芽能力に関し


ては、常温で貯蔵した場合に通常約 3年で失われる (昆野, 1995)。 


 


②  栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は15 


器官からの出芽特性 


 


ダイズは、塊茎や地下茎等による栄養繁殖を行わず、種子繁殖する。自然条件


下において、植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特性があるという報告


はこれまでのところない。 20 


 


 


③  自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性


及びアポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度 


 25 


ダイズ (2n=40) と交雑可能な近縁野生種として、わが国に分布しているのは、


G. soja (和名: ツルマメ、2n=40) のみである (沼田ら, 1975; 日本雑草学会, 1991; 


OECD, 2000)。ツルマメは、北海道、本州、四国及び九州に分布するツル性の一


年生植物で、主に河川敷や前植生が撹乱された工場跡地や畑の周辺、その他、日


当たりの良い野原や道ばたに自生している (沼田ら, 1975; 浅野, 1995; 高橋ら, 30 


1996; 大橋, 1999)。また、北海道、東北、四国で行われたツルマメの自生地に関


する調査では、主に河川流域で自生地が確認された例が多く報告されている (河


野ら, 2004; 菊池ら, 2005; 猿田ら, 2007; 山田ら, 2008; 猿田ら, 2009; 友岡ら, 2009)。 


 


なお、1950 年代にダイズとツルマメの形態的中間型を示す個体としてオオバ35 


ツルマメがわが国で確認されており (島本ら, 1997; 阿部ら, 2001)、その形態がダ


イズに近かったことから、通常のツルマメと比べて、ダイズと交雑する可能性が


高いことが予想された。しかし、過去 10 年以上にわたり、日本各地より 800 近
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い集団からツルマメの収集を行った中に、オオバツルマメのような形態的中間型


を示す個体は見つかっていないという報告があることから (阿部ら, 2001)、仮に


このような形態的中間型の個体がわが国で自生していたとしても、その生育範囲


はかなり限られていることが予想される。 


 5 


次に、ダイズとツルマメの自殖性及び他殖性の程度に関して述べる。ダイズと


ツルマメは、通常開花前に開葯し、受粉が完了する上に、開花期の後半は、ほと


んどの花が開花しない閉花受粉であるため (阿部ら, 2001)、どちらも典型的な自


殖性植物であると考えられている。これまでに、通常のほ場条件でダイズ同士に


おける他家受粉率は 0.03~3.62 % (Beard and Knowles, 1971)、ツルマメ同士におけ10 


る他家受粉率は平均で 2.3 % (Kiang et al., 1992) と報告されている。 


しかし、ダイズの他家受粉率は条件によっては上昇することもある。例えば、


ダイズの開花期にミツバチの巣箱をダイズほ場の中心に設置した場合、平均で


2.96~7.26%となり、局所的には 19.5 %に達したと報告されている (Abrams et al., 


1978)。また、ツルマメ間の他家受粉率に関しても、秋田県雄物川流域で約 13 %15 


という高い他家受粉率を示す集団が発見されたとの報告がある (Fujita et al., 1997)。


この集団から採取されたツルマメの 1胚珠当たりの花粉数は平均で 600~700粒で、


この数は典型的な自家受粉植物と他家受粉植物の 1胚珠当たりの平均的な花粉数 


(Cruden, 1977) の間に位置していた。この高い他家受粉率の原因が、雄物川流域


特有の環境条件によるものなのか、若しくは集団内の遺伝的特性によるものなの20 


かは明らかにされていない。なお、雄物川流域のツルマメの集団は、護岸工事等


による環境の撹乱が行われておらず、集団サイズが大きく、訪花昆虫にとっては


非常に魅力的な食料供給源であり、このツルマメ集団の周辺では花粉を媒介する


昆虫であるミツバチやクマバチ等が頻繁に観察されていた。このことから、この


ツルマメ集団の周辺の環境には、他家受粉を引き起こす要因が通常よりも多く存25 


在していたと考えられる (Fujita et al., 1997)。 


ダイズとツルマメは、前述したようにいずれも閉花受粉を行う自殖性植物であ


る。さらに、吉村ら (2006) は、ツルマメとダイズの開花時期は異なるため、ダ


イズとツルマメとの自然交雑は起こりにくいと述べている。吉村 (2008) は、関


東地方では両者の開花には 1ヵ月ほどの差が見られるとしている。なお、ツルマ30 


メの開花時期について、岩手県では 8 月上旬から 9 月中旬との報告がある (須田


ら, 1995)。また、加賀ら (2006) は、青森及び広島で採取されたツルマメ系統を秋


田県、茨城県、広島県の 3地点で栽培したところ、その開花期は 8月中旬から 9


月中旬であったと報告している。 


Nakayama and Yamaguchi (2002) は、ダイズとツルマメの間の交雑率を調査す35 


る目的で、丹波黒を用いた交雑試験を行っている。その理由として、奥原早生や


鶴の子大豆といった品種ではダイズとツルマメの開花期が全く重ならないか、重


なるとしても数日であるが、丹波黒はダイズ品種の中で開花期が遅いため、ダイ
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ズとツルマメの開花期が 2週間程度重複したと報告している。こうした条件下で、


丹波黒とツルマメ (品種名：Gls/93-J-01) を 50 cm 間隔でそれぞれ 30 個体ずつ交


互に植えて、その自然交雑率を調査した。自然交雑実験終了後に結実したツルマ


メから採種された 686個の種子から植物体を生育させ、調査した結果、ダイズと


ツルマメの雑種であると判断された植物体が 5個体認められたことから、その交5 


雑率は 0.73%と報告されている (Nakayama and Yamaguchi, 2002)。 


また、農業環境技術研究所において、2005 年に除草剤グリホサート耐性の遺


伝子組換えダイズとツルマメを 5 cm 離して異なる 3 つの播種日で栽培し、ツル


マメ個体の収穫種子を調査したところ、ダイズと自然交雑した交雑種子は、それ


ぞれの播種日で 7,814粒中 0粒、12,828粒中 0粒及び 11,860粒中 1粒であり、こ10 


の交雑種子は、ダイズの播種時期をずらして両種の開花最盛期を最も近くした群


から見つかったと報告されている (Mizuguti et al., 2009)。 


さらに、2006 年及び 2007 年には、除草剤グリホサート耐性の遺伝子組換えダ


イズのプロット (4 条 (10 個体/条)) の間にツルマメ 3 個体を網状の壁に沿わせて


栽培した場合の自然交雑率が調査されている (吉村, 2008)。その結果、ダイズと15 


自然交雑した交雑種子数は、2006 年の試験では 44,348 粒中 0 粒、ダイズとツル


マメの開花期間の重複が 2006年の試験より長くなった 2007年の試験では 25,741


粒中 35粒であったと報告されている (吉村, 2008)。また、農業環境技術研究所は、


2006 年及び 2007 年に、前述の 5 cm 離して栽培する試験区に加え、遺伝子組換


えダイズから 2、4、6、8及び 10 m離してツルマメを栽培した試験区を設定し、20 


その自然交雑率を調査している。その結果、自然交雑した交雑種子は、2006 年


の試験では 68,121粒中 0粒、ダイズとツルマメの開花期間の重複が 2006年の試


験より長くなった 2007 年の試験では、66,671 粒中 3 粒であった。なお、2007 年


の試験において見られた 3 粒の交雑個体については、2、4 及び 6 m の区でそれ


ぞれ 1個体ずつ得られたと報告されている (吉村, 2008)。 25 


よって、ダイズとツルマメ集団が隣接して生育し、かつ開花期が重なり合う場


合は低頻度で交雑しうるが、そのような特殊な条件の場合でも、ダイズとツルマ


メが交雑する頻度は極めて低いと考えられた。 


実際に、1996 年以降、約 20 年間除草剤グリホサート耐性ダイズが輸入されて


いるが、農林水産省による遺伝子組換え植物実態調査 (2009年~2016年) のダイズ30 


輸入実績港 10港での調査の結果では、ダイズ陸揚げ地点から半径 5 km以内にお


いて除草剤グリホサート耐性ダイズとツルマメの交雑体は認められなかった (農


林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 2012; 農林水産省, 2013; 農林水産


省, 2014; 農林水産省, 2015; 農林水産省, 2017; 農林水産省, 2018b)。また、わが国


と同様に、ツルマメの自生地域であり、かつ除草剤グリホサート耐性ダイズを輸35 


入している韓国において、2000年に広範囲の地域から採取された 243系統のツル


マメに除草剤グリホサートを散布したところ、全ての系統が枯死し、除草剤グリ


ホサート耐性ダイズとツルマメの交雑体は確認されなかったと報告されている 
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(Kim et al., 2003)。 


 


従来ダイズとツルマメの雑種形成及びその後のダイズからツルマメへの遺伝子


浸透に関しては、わが国において経時的な調査が行われている。2003 年から


2006 年にかけて、ツルマメと従来ダイズの雑種が、どの程度自生地において形5 


成されているかを確認するために、日本各地のダイズ畑周辺で栽培ダイズとツル


マメとの中間体が探索されている。その結果、調査した 58地点 (秋田県 8地点、


茨城県 7地点、愛知県 4地点、広島県 6地点、佐賀県 33地点) のうち、秋田県の


1 地点及び佐賀県の 5 地点から、形態的にダイズとツルマメの中間的な特徴を持


つ 17 個体の中間体が発見され、その後、マイクロサテライトマーカーにより、10 


これらの中間体は全てダイズとツルマメの自然交雑に由来することが明らかにな


ったと報告されている (Kuroda et al., 2010)。 


しかし、これら発見された中間体が同じ集団内で生存し続けるかどうかの追跡


調査を、中間体の見つかった秋田県 1地点、佐賀県 5地点について行ったところ、


佐賀県の 1地点を除き、翌年には雑種後代は確認されなかった。佐賀県の 1地点15 


では、翌年に 1個体の雑種後代を確認したものの、翌々年は確認されなかったと


報告されている (Kuroda et al., 2010)。 


 


さらに、ダイズからツルマメへの自然交雑の有無を、DNA レベルで明らかに


するために、F1 雑種及び雑種後代が発見された地点を含めて、秋田県、茨城県、20 


佐賀県の 14地点の種子 1,344サンプルをマイクロサテライトマーカーで解析した


結果、従来ダイズに由来する遺伝子のツルマメ集団中への浸透は確認されなかっ


た (Kuroda et al., 2008)。同様に、Stewartら (2003) も「ダイズから野生種への遺伝


子浸透に関する分子学的事実はない」と述べている。 


このように、ダイズとツルマメの雑種の生存が制限される理由として、雑種自25 


体の競合性の低下が考えられる。ダイズは人為的な栽培環境に適応進化し、自然


環境で生育していくための形質を失っている可能性が考えられる。実際に、自然


環境に適応したツルマメと栽培作物であるダイズでは形態的及び生態的特性に大


きな違いがある。したがって、雑種及び雑種後代が栽培作物であるダイズの遺伝


子をある割合で有することにより、自然環境に適応するのに不利になっている可30 


能性がある。Kuroda ら (2010) は 2003~2006 年に行った中間体の調査で発見され


た 17 個体の中間体の後代が速やかに自然環境から消失していた理由として、1) 


F1 雑種の休眠性は種子親であるツルマメの形質によって決定されるため土壌中で


生存するが、雑種後代種子では硬実種子の割合が減少するため冬期に種子が腐る


か、又は発芽しても寒さにより枯死する、2) 雑種後代の種子が越冬して発芽して35 


も、その競合性はツルマメより低いために他の植物との競合に勝てず淘汰される、


の 2つを挙げている (Kuroda et al., 2010)。 


実際に、人為的に交配して得た従来ダイズとツルマメの雑種をツルマメの親系
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統とともに播種した後で、それらの定着の様子を 3 年間追跡調査した結果、雑種


系統の定着率は親系統であるツルマメと比較して明らかに劣っていたことが示さ


れている (Oka, 1983)。さらに、従来ダイズとツルマメの雑種や両者の中間の表現


形を示す個体において、休眠性、倒伏性、裂莢性はツルマメに比べ低下している


ことが報告されている (Oka, 1983; Chen and Nelson, 2004)。また、広島産ツルマメ5 


とダイズ品種「フクユタカ」、青森産ツルマメとダイズ品種「リュウホウ」との


F1 雑種を、国内 3 地点で管理栽培し、その種子生産量、莢数、種子の越冬率 (12


月下旬から 4 ~ 5月まで土中に埋めた種子の発芽率及び休眠種子の割合) を親であ


るツルマメと比較した結果、F1 雑種の種子生産量、莢数はツルマメよりも少なく、


F1 雑種に実った種子の越冬率はツルマメよりも低いことを報告している (Kuroda 10 


et al., 2013)。さらに、Kubo ら (2013) は除草剤グリホサート耐性遺伝子組換えダ


イズとツルマメの雑種について、種子の低温耐性 (4C で 3 ヵ月間保存した種子


の発芽率及び発芽個体の生存率) 並びに形態生育特性を調査した結果、雑種は親


系統のダイズやツルマメと同等かそれらの中間的性質を示したと報告している。 


さらに、上述の広島産ツルマメとダイズ品種「フクユタカ」との F1 雑種から15 


得られた F2 雑種種子について調査した結果に基づくシュミレーションの結果、


雑種後代がダイズ由来の種子生産性及び休眠性に関連する QTL を雑種が有する


場合、競合において不利になりダイズからツルマメへの遺伝子浸透が生じる可能


性が低下することを示している (Kitamoto et al., 2012)。 


 20 


④  花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


 


ダイズの花には、1 花当たり 10 本の雄ずいがあり、各雄ずいは 1 つの葯を持


つ (後藤, 1995)。1 葯当たりの花粉数は 374~760 粒 (Palmer et al., 1978)、約


230~540粒 (Koti et al., 2004) との報告がある。花粉の寿命は短く、その発芽能力25 


は湿度が一定でない条件下では約 8時間で失われることが報告されている (Abel, 


1970)。花粉の直径は、15~25 μmである (Palmer, 2000)。また、花粉の飛散距離に


関しては、農業環境技術研究所が 2001年から 2004年の 4年間に行った除草剤グ


リホサート耐性遺伝子組換えダイズを用いた非組換えダイズとの交雑試験を行っ


た。その結果、交雑が観測された最長距離での交雑率は花粉親からの距離が、30 


2001 年は 7.0 m で交雑率 0.040%、2002 年は 2.8 m で 0.08%、2003 年は


0.7~10.5 m まで調査したが交雑は認められず、2004 年は 3.5 m で 0.022%であっ


た (Yoshimura et al., 2006)。また、訪花昆虫の種類は、主にアザミウマ類、カメ


ムシ目の昆虫が観察されたと報告している (Yoshimura et al., 2006)。 


 35 


(5) 病原性 


 


－ 
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(6) 有害物質の産生性 


 


ダイズにおいて、自然条件下で野生動植物等の生育又は生息に影響を及ぼす有


害物質の産生性は報告されていない。 5 


 


(7) その他の情報 


 


－ 


 10 
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